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公共経済学

寺島 修 

Nadiri, M. I. and Nandi, B. “Technical Change, Markup, Divestiture,

and Productivity Growth in the U.S. Telecommunications Industry” 

１．概要

· アメリカ電気通信産業(1935-1987)の生産性の計測。

· TFPの成長について、総需要(GNP等)や経済の情報化、価格-費用マージン、相対要素価格の変化の影響、技術進歩の直接･間接の影響、R&D投資の影響のそれぞれを計測。

· 生産性分析の従来の研究では供給サイドのみモデル化されることが多かったが、本研究は需要サイドもモデル化。

· TFP成長率については、以下の四つの要因が重要。

　　　　(ⅰ)経済変数の集計量の変化(総所得、人口成長率、sector-specificな情報化の進展


(ⅱ)相対要素価格の変化


(ⅲ)自律的な(autonomous)技術進歩の直接間接の影響


(ⅳ)市場の特徴の影響（例：価格-費用マージン）

· その他、市内サービスと市外サービスと分けて、それぞれ価格と増分費用との関係を分析することで、生産プロセスだけでなく、市場競争と技術進歩の間の関係にみられるような規制政策(長距離への競争導入やBellの分割)の影響を分析する。

　　　

２．供給(生産)と需要のモデル化

<供給サイド>

· 伝統的なTFP成長の分析でおかれる仮定：生産は長期均衡、生産技術は収穫一定、産出財市場・投入財市場とも完全競争、要素は定率で利用

· TFPを技術進歩、規模の経済、マークアップ効果に分解し、さらに、規模の経済について、五つに細分化して分析するが、そのために必要なパラメータを本モデルで推定する。

· 複数財産出-投入のトランスログ可変費用関数を以下のように定式化する。
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：ダミー変数 ((Bell分割前の)1984-1987は1，それ以外は0)
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：ダミー変数 (第二次大戦中における可変費用関数の構造の変化)


[image: image14.wmf]T

：技術進歩を表す指数

　但し、対称性の条件より、
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・費用関数にシェパードの補題を適用すると、可変投入要素のシェア方程式が導出できる。


[image: image19.wmf]t

LT

R

K

m

mt

Lm

j

it

Li

t

LL

L

L

Lt

T

B

K

B

Y

B

w

B

dm

H

B

S

+

+

+

+

=

å

å

=

=

,

2

1

ln

ln

ln


　
　 但し、
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<需要サイド>

· 市内サービス、市外サービスへの需要はそれぞれ次のとおり対数線形で表せるものとする。(各財からの効用は分離可能)
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の価格指数
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TN

：電話機の数(需要のネットワーク外部性)
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：総人口
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SV

：農業以外の雇用に占めるサービス部門の雇用の割合
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RG

：GNP(1982年基準)

· 可変費用に占める市内サービス、市外サービスの割合が所与のものとすると、各財からの収入のシェア方程式は次のとおり表せる。
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<均衡>

· 包絡線定理より擬固定投入要素(
[image: image36.wmf]m

K

)の均衡条件が決まるが、均衡ではその投入要素のレンタル率はその要素から将来期待できる限界利潤と等しくなる。長期の場合の擬固定投入要素のシェア方程式は次のとおり表せる。
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· パラメーターの推定のほか、擬固定要素が長期均衡にあるかどうかは、上記シェア方程式(連立方程式)を解くことにより求めることができる。 (検定方法→Schankerman and Nadiri(1986))

３．TFP成長の要素分解

・TFPを以下のとおり分解 (Nadiri and Prucha(1990)による)
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は、市内サービスの産出
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と市外サービスの算出
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を、それぞれのサービスが収入に占める割合と費用弾力性に占める割合とによって加重平均したもの。

· 上式は、第1項
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：技術進歩の直接的な効果、第２項
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：価格と限界費用との違いによる効果、第３項
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：規模の経済の効果 と解釈することができる。

· 第３項は、産出物価格と限界費用の間に以下の関係が成り立つとすると、さらに五つの効果に分解することが可能。
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　　　　対数をとり、
[image: image53.wmf]t

で微分すると
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これを需要関数の全導関数である、
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に代入し、さらに第3項
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　　　　に代入し、整理すると、以下のとおりに分解できる。

(ⅰ)外生的な需要の効果(the exogenous-demand effect)


[image: image58.wmf])

(

)

(

)]

1

(

)

1

(

[

)]

(

)

(

[

4

2

3

1

3

2

2

1

1

2

2

1

2

1

1

2

2

2

1

2

2

1

1

g

a

g

a

g

h

a

a

g

h

g

a

a

h

a

D

D

N

T

D

V

S

A

D

D

N

A

D

B

D

G

R

decomp

+

+

+

-

+

-

+

+

+

+

=

&

&

&

&

 

(ⅱ)要素価格の効果(the factor-price effect)
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(ⅲ)擬固定要素の効果(the quasifixed-factors effect)
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(ⅳ)規模に関する技術の効果(技術進歩の間接的な効果) (the impact of technology on scale)
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(ⅴ)費用弾力性とマークアップの変化に関する効果(the effect of changes in cost elasticity and markup)
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但し、
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[image: image67.wmf]1

a

：市内サービスの需要の価格弾力性,　
[image: image68.wmf]1

g

：市外サービスの需要の価格弾力性,


[image: image69.wmf]2

a

：市内サービス需要の一人当たり所得に関する弾力性, 
[image: image70.wmf]2

g

：市外サービス需要の一人当たり所得に関する弾力性
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q

：マークアップ,　
[image: image73.wmf]1

h

,
[image: image74.wmf]2

h

：費用の産出量に関する弾力性

· 上記より、市内・市外サービスそれぞれの価格弾力性が規模の経済性に影響を与えることが分かるほか、需要関数が価格に関して非弾力的な場合(
[image: image75.wmf]0

1

1

=

=

b

a

)、要素価格や擬固定要素の変化は産出に影響をもたないことが分かる。

４．費用関数と需要関数の推定結果

擬固定投入要素(物的資本､研究開発資本)が長期均衡にあるという制約条件つきの場合と、制約なしの場合を推定した結果、短期均衡(=長期均衡にはない)による特定化が支持された。

（係数推定結果→table１）

A． 需要弾力性(table 2a)

· 産業レベルでは、市内・市外とも価格に関して非弾力的。市内と市外とでは、市内の方が非弾力的な度合いが強い。また、電話機の数が需要を決める重要な要因であることから、需要の側にネットワーク外部性があるといえる。

· 至近20年間についての市外電話の急成長は、GNPの成長と社会の情報化が重要な要因。

B． 費用弾力性(table 2b)

· 1970年代以降、物的資本(の増加)に関する費用の弾力性がR&D資本のそれと比べて、大きく増加しているのはコストに占めるシェアを反映しているため。ただ、長距離市場に競争が導入されたことにより、物的資本、R&D資本とも効率的になっている。

· 市外通話の量に関する費用の弾力性が下落している一方、市内のそれが変化していないのも同様の理由と言える。また、観測期間の全てについて、規模の効果がある。

５．TFPの分解の推定結果

A． 技術進歩の直接・間接の影響(table 3)

· 1970年代半ばまでは、TFPの成長率の50～60%は技術進歩の直接的な影響によるもので、絶対値でいうと1.8%(1935年)、2.5%(1974年)の伸びであった。しかし、1974年以降は、非限界費用価格設定と規模の経済による影響が増加し、技術進歩の直接的な影響はかなり減少している。

· 技術進歩の間接的な影響は年平均で0.2%となっており、1974年までは徐々に上昇していたが、それ以降かなり遅くなっている。理由としては二つ考えられ、一つは産業の転換期であるということ、もう一つは産出財や投入財の品質の変化をうまく測定できていないという測定上の問題があることである。

· 適切に測定したTFPの成長率はかなり安定的で、伝統的な方法によるものよりかなり低いという結果になった。

B． マークアップの影響(table 4)

· 1960年半ば以前は重要ではなかったが、1975年以降TFP成長の50%を占めている。

· 市内通話の価格は一部の期間を除いて増分費用を下回っている一方、市外の価格は全ての年において増分費用を上回っている。1970年以降市内通話の費用が増え始め、その一方市外は急激に減っている。

· 市内通話は費用の増加ほどには価格は上がっておらず、結局の所マークアップは減少している。一方市外通話は、増分費用の下落ほどには価格は下がっておらず、マークアップは増加している。

· このようなことを背景に、新規参入や新技術の急速な採用が起こっているのが現在の米国の電気通信事業の特徴と言える。また、以前には市外から市内へと内部相互補助が行なわれていたのが、市外への競争の導入により急速になくなりつつあることも言えるかもしれない。

C． 規模の経済(table 3)

· 規模の経済による効果は、現在ではTFP成長の25％ほどを占めている。

· ３で効果をさらに細分化した結果は以下のとおり。マクロ変数の変化(所得増と人口増)による需要の増加が最も大きく、TFPのうちの20～30%、絶対値にして0.71%の成長をしている。相対投入要素価格のTFPへの影響はきわめて小さく、1955-1964で年平均-0.13%、1975-1983で0%、1985-1987は0.13%しかない。擬固定投入要素の調整もまた生産性には大きな影響を与えていない。規模に関する技術進歩の(間接的な)影響も0.2%ほどとなっている。

６．Bellの分割の影響

· 分割により可変費用が2.63%下落した。特に労働需要に大きく影響を与えており、1984-1987年で雇用が10.8%減少したのに対して、総産出量は年平均6.5%増加しているため、労働生産性は大幅に高まっている。また、モデルのダミー変数の係数より、市外の費用を2.8%減らしている一方、市内の費用を23.7%増加させていることも分かる。

· 1984-1987年の期間が前期に対して、大幅にTFPの成長が落ちているのは、以上の分析より、技術進歩とマークアップが減少していることが主たる要因であることがわかる。

· 但し、Bell分割後の期間のデータが短いといった制約があるため解釈には注意が必要。

以 上

� Nadiri, M. I. and Nandi, B., “Technical Change, Markup, Divestiture, and Productivity Growth in the U.S. Telecommunications Industry,” The Review of Economics and Statistics, 81(3), August 1999, 488-498.
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